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 昨年度同様、現年度分については、３月末時点で介護保険料以外は目標とす
る収納率に達していないが、現在、出納整理期間中のため、催告書の発送等
を実施し、引き続き、収納率向上に努めたい。また、過年度分についても昨
年度同様、三税は目標値に届かなかったものの、それ以外については目標値
を達成した。

　　　　　                            収納率　　　　　　　　　　　 収納率
三税　　　　現年度分　  ９７．００％　  過年度分　　　２６．６９％
国保税　　　　 〃　　 　８８．３５％　　   〃　　　　   ２５．４３％
介護保険料　　 〃　 　　９９．５７％　 　  〃　　　  　 ４０．６４％
後期保険料　　 〃　　　 ９７．０２％　   　〃　　　       ２７．５７％

B

B

 未申告者の削減について、広報紙、ホームページへの掲載及び申告相談のお
知らせチラシ等の全戸配布による広報を実施した。８月時点で町県民税の未
申告者343件に対し未申告調査を行い、３月末時点での未申告者は132件ま
で削減した。申告割合61.5％となり、前年より改善したが目標達成には至ら
なかった。
 ２～３月に行った申告受付については、インターネット及び窓口での事前予
約に加え今年度より電話予約を開始し利便性の向上を図ることができた。(申
告予約総数2,082件　内ネット903件、窓口733件、電話446件)また、税
務署と協力し、町税務課職員を対象にe-Taxによる申告研修会を実施したこ
とにより、住民に対し窓口での操作説明を行うなど電子申告の推進を図るこ
とができた。

 現地調査（土地５１３筆・家屋１６９棟）を実施し、適正な課税客体の把握
に努めた。
 法務局と登記情報連携を実施し、法務局との情報（登記情報・評価額等）を
共有したことにより、登記時に必要となる評価証明書等の添付を省略できる
など住民サービスの向上に繋がった。

町民税係

 課税に対する信頼性の確保、納税者から理解を得るとともに、町税等の適正
な課税に努める。広報・啓発により納税への理解向上を図り、収納率の向上
へつなげる。また、資格担当課と連携し、納税義務者の相互扶助への理解向
上を図り、納税へつなげる。

1 課税客体把握に関する一層の正確性向上を図る。

2 申告に関する広報を効果的に行い、未申告者の削減につなげる。
　（未申告調査による申告割合65％以上とする。※R4実績58.3％）

3 スマートフォン等によるe-Tax申告の利便性について、税務署と協
  力し、効果的な周知・広報を行い、e-Taxによる申告を推進する。

4 収納整理係、資産税係、資格担当係間における情報共有と相互の連
  携を図る。

資産税係  固定資産税、軽自動車税等に係る課税客体の適正な把握と課税に努める。ま
た、納税者義務者への丁寧な説明を意識的に行う。
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 総合計画に掲げる「健全な
自治体経営の推進」を達成
するため、財源の根幹とな
る町税等の適正な課税並び
に徴収に努める。

1 現地調査や償却資産の未申告調査に力を入れ、適正な評価の一層の
  正確性向上を図る。

2 町民税係と収納整理係との情報共有と相互の連携を図る。

3 法務局との連携を強化し、事務効率の向上を目指す。

収納整理係
 現年度課税分の徴収強化による収納率の向上と滞納処分の効果的・効率的な
滞納整理事務の実施により、不良債権の累積防止及び収納未済額の縮減を図
る。

1 翌年度への繰越を増加させないよう現年度課税分未納者に納税を促
  し、収納率向上を図る。

2 的確に滞納者の状況等を把握し、徴収業務等での納税相談や滞納整
  理事務により、事案の早期完結を促し、滞納繰越額の縮減を図る。

  　　　　　　　　　　　　収納率　　　　　　 　　　      収納率
三税　　 　　現年度分　 ９９．４０％　　過年度分　　３４．００％
国保税　　　　　 〃　　 ９５．５０％　　     〃　　　   ２２．２５％
介護保険料　　　 〃　 　９９．５０％　 　    〃　　　   ３０．００％
後期保険料　　　 〃　　 ９９．５３％　   　  〃　          ２６．００％
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